
別紙4

(単位:円)

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

　　現金預金 － － － 49,971,986

　　　現金 現金手許有高 － － － 0

　　　預貯金 普通預金常陽銀行研究学園都市支店 － 運転資金として － － 54,369,956

振替額 △ 18,263,736

36,106,220

普通預金常陽銀行研究学園都市支店 － 運転資金として － － 13,865,766

　　事業未収金 － 令和7年2.3月分介護保険給付費、利用料等 － － 70,183,974

　　前払金 － 次年度分損害保険料 － － 291,850

　　仮払金 － － － 0

120,447,810

　　建物 つくば市遠東639 1990年 第2種社会福祉事業である老人福祉センターに使用 161,670,000 △ 161,669,999 1

2024年 老人福祉センターとよさと屋根修繕 8,404,000 △ 233,440 8,170,560

　　基本財産特定預金 常陽銀行研究学園都市支店 － 公益目的保有財産 0 0 5,000,000

13,170,561

　　建物 本部事務所・老人福祉センターとよさと － 事務所使用の建物であり、公益目的保有財産 15,520,940 △ 7,996,107 7,524,833

　　車輌運搬具 ホンダフィット(36-59)他6台 － 地域福祉活動に使用 9,368,095 △ 9,018,071 350,024

　　器具及び備品 点字プリンター他35点 － 地域福祉活動に使用 15,652,413 △ 14,207,558 1,444,855

　　権利 上水道権利 － 老人福祉センターとよさと上水道権利 147,000 0 147,000

 　 ソフトウェアー 管理システム － ファミリーサポート会員管理 255,000 △ 208,250 46,750

　　長期貸付金 － 0 0 1,256,000

　　　貸付事業貸付金 小口資金貸付借受人分 － 小口資金貸付事業貸付金 0 0 1,256,000

　　退職手当積立基金預け金 職員38名 － 職員に対する退職金の備え 0 0 219,135,470

財産目録

令和７年３月３１日現在

法 人:社会福祉法人　つくば市社会福祉協議会

事 業:法人全体

Ⅰ 資産の部

　1 流動資産

流動資産合計

　2 固定資産

　(1)  基本財産

基本財産合計

　(2)  その他の固定資産



貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

　　財政調整基金積立資産 － 0 0 36,847,028

　 定期預金 常陽銀行研究学園都市支店 － 「財政調整基金」の資産として管理 0 0 21,097,145

振替額 14,739,153

35,836,298

　 定期預金 常陽銀行茎崎支店 － 同上 0 0 1,010,730

　　居宅介護支援事業積立資産 － 0 0 27,482,066

　 定期預金 常陽銀行研究学園都市支店 － 「居宅介護支援事業積立金」の資産として管理 0 0 25,308,679

振替額 2,173,387

27,482,066

　　寄附配分事業積立資産 － 0 0 11,622,717

　 普通預金 常陽銀行研究学園都市支店 － 「寄附配分事業積立金」の資産として管理 0 0 10,271,521

振替額 1,351,196

11,622,717

　　災害支援基金積立資産 － 0 0 5,000,390

　 定期預金 常陽銀行研究学園都市支店 － 「災害支援基金積立金」の資産として管理 0 0 5,000,390

5,000,390

　　皆川重兵衛福祉基金積立資産 － 0 0 54,933,074

　 普通預金 常陽銀行研究学園都市支店 －
遺贈者の定めた使途に充てるため「皆川重兵衛福祉基金」の資産と
して管理

0 0 3,070,980

　 普通預金 筑波銀行つくば営業部 － 同上 0 0 51,862,094

51,862,094

　　居宅介護事業基盤整備積立資産 － 0 0 1,630,712

　 定期預金 常陽銀行研究学園都市支店 －
遺贈者の定めた使途に充てるため「居宅介護事業基盤整備積立金」
の資産として管理

0 0 1,630,712

367,420,919

380,591,480

501,039,290

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

　　事業未払金 3月勤務分賃金・時間外手当、消費税他 － － － 34,307,516

　　その他の預り金 火災見舞金 － － － 30,000

　　職員預り金 源泉所得税・地方税（住民税）他 － － － 5,277,645

　　前受金 令和7年度ボランティア保険 － － － 496,850

40,112,011

　　退職給付引当金 職員の退職給付金の引当金 － － － 254,599,297

　　　全社協退職給付引当金 － － － 254,599,297

254,599,297

294,711,308

206,327,982

その他の固定資産合計

固定負債合計

負債合計

差引純資産

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

　1 流動負債

流動負債合計

　2 固定負債



(記載上の留意事項)

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。

　なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

　また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。


